
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 14 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】

　飲用水供給施設整備事業として、防災集団移転促進事業（梅神地区）における配水

管の整備を行うものである。

【基幹事業との関連性】

　防災集団移転促進事業が計画されている末崎町梅神地区においては、事業区域に隣

接した道路に配水管が埋設されておらず、近隣の配水管と事業区域を結ぶ道路に配水

管を布設することにより、水道の使用が可能となることから、直近の配水管から移転

用地までの配水管整備を実施するものである。

【経費の内訳：今回申請分　4,560千円】

　＜平成25年度＞

　　測量設計業務　　当初申請　　１式　　3,000千円

　　　　　　　　　　変更申請　　１式　　3,000千円

　

　　配水管布設工事　当初申請　　Ｌ＝180ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　ダクタイル鋳鉄管（DIP）φ100ｍｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　工事費　6,480千円

　　　　　　　　　　変更申請　　Ｌ＝261ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　ダクタイル鋳鉄管（DIP）φ75ｍｍ　L=195ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　水道用ポリエチレン管（PP）φ50ｍｍ　L=70ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　消火栓（地下式単口）　１基

　　　　　　　　　　　　　　　　工事費　11,040千円

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

防災集団移転関係水道施設整備事業（梅神地区）

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称

全体事業費 　14,040（千円）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

１　事業の目的・内容

　復興事業に伴う発掘調査により出土した埋蔵文化財の整理作業及び保管を行うため

の施設について、計画及び設計を行うもの。

　現在大船渡市では、復興事業に伴う発掘調査により出土した埋蔵文化財の整理作業

及び保管を行うために必要な場所が不足しているため、新たな施設について、規模の

検討及び設計を行うことで、埋蔵文化財発掘調査の迅速化及び復興事業の加速化を図

るものである。

２　事業費（委託費）（平成26年度事業費）

　　　24,000千円（施設規模の検討及び設計）

　

３　基幹事業との関連性

　防災集団移転促進事業（崎浜地区）（D-23-5）に伴う発掘調査は、当該基幹事業に

おいて実施されている。調査対象面積は約12,000㎡と、大船渡市内の面的整備事業に

おいて最も大きく、調査に伴う埋蔵文化財の保管先を確保することは、事業の円滑な

遂行に資するものであるとともに、被災者の住宅早期確保に資するものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の

事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 埋蔵文化財整理収蔵施設計画・設計事業

全体事業費 24,000（千円）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ D 23 - 23 - 16

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】

　飲用水供給施設整備事業として、防災集団移転促進事業（大船渡地区（下舘下））

における配水管の整備を行うものである。

【基幹事業との関連性】

　防災集団移転促進事業が計画されている大船渡地区（下舘下）においては、事業区

域に隣接した道路に配水管が埋設されておらず、近隣の配水管と事業区域を結ぶ道路

に配水管を布設することにより、水道の使用が可能となることから、直近の配水管か

ら移転用地までの配水管整備を実施するものである。

【経費の内訳:今回申請分】

＜平成25年度＞

　測量・設計

　 3,000千円（測量・設計費）

　

（参考：全体事業費　19,000千円）

＜平成25年度＞　測量・設計　3,000千円

＜平成26年度＞　配水管布設工事　16,000千円

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

防災集団移転関係水道施設整備事業（大船渡地区（下舘下））

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称

全体事業費 19,000（千円）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ D 17 - 1 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】

　市街地整備コーディネート事業として、土地区画整理事業をはじめとした面整備事

業ほか、各復興事業のデータベースの統一的管理とともに、横断的な調整を委託する

もの。

【基幹事業との関連性】

　大船渡市においては、中心市街地である大船渡駅周辺の土地区画整理事業、津波復

興拠点整備事業をはじめ、防災集団移転促進事業、災害公営住宅整備事業等、各地域

で多様な事業が検討・実施されている。

　復興計画事業の円滑な進捗にあたっては、第一に、市全体としての包括的な管理、

コーディネートが重要であると考えているが、膨大な数に及ぶ復興事業を市職員のみ

で管理するのには限界があり、復興まちづくりの遅滞を生じさせないためにも、デー

タベースの統一的管理等、事業間の横断的な調整を委託することでまちづくりの効率

化を図るもの。

【経費内訳】

事業費

＜平成26年度＞

　8,575,000円（民間委託）

（1）市街地整備コーディネート事業

復興まちづくりコーディネート事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称

全体事業費 8,575（千円）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 5

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】

　防災集団移転促進事業地区等の被災者に対し、住宅再建に係る各種支援制度や手続

き等の情報を提供する住宅再建説明会を実施し、被災者の住宅再建を支援する。

○住宅再建説明会の実施

　防災集団移転促進事業地区における住宅再建の促進を図るため、大船渡地区及び赤

崎地区において、被災者を対象に、住宅再建で活用できる補助金の制度（がけ地近接

等危険住宅移転事業、利子補給等）や住宅再建に必要な各種手続き、モデルとなる住

宅プラン等の情報について、有識者や専門家による説明会を実施する。（平成26年2

月～3月の間で4回（4日間)）

　防災集団移転促進事業の意見集約に合せた時期に説明会を開催し、住宅再建の促進

を図るものである。

　

【基幹事業との関連性】

　大船渡市内では、東日本大震災津波で被災した方の住まいの確保を図るため、防災

集団移転促進事業を実施するが、今後、敷地造成などを経て住宅再建が本格化する時

期を迎えることから、住宅再建が必要な被災者を対象とした住宅再建説明会をきめ細

やかに行うことで防災集団移転での住宅再建を促進し、大船渡市における復興の加速

化を図るものである。

【経費の内訳】

＜平成25年度＞

・委託料　　　　4,500千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称

全体事業費  4,500（千円）

住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

被災者住宅再建支援事業

事業番号



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ D 23 - 23 - 17

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】

　市街地復興関連小規模施設整備事業として、防災集団移転促進事業及び災害公営住

宅整備事業箇所周辺における道路照明施設の整備を行う。

【基幹事業との関連性】

　東日本大震災津波の影響により、防災集団移転促進事業及び災害公営住宅整備事業

が計画されており、新たなまちづくりに伴い、夜間における交通の安全、避難誘導、

治安の確保等が求められている。

　また、浸水域の山手側では仮設住宅が建設されるとともに、今後、高台移転に伴い

住居区域の拡大が予想されることから、新たな生活区域への道路照明施設を整備する

ものである。

【経費の内訳：今回申請分】

＜平成26年度＞

　事業費（灯具購入・設置　30基）

　　1,800千円（60,000円／基×30基）

（参考：全体事業費　3,600千円）

＜平成26年度＞　事業費（灯具購入・設置　30基） 1,800千円

＜平成27年度＞　事業費（灯具購入・設置　30基） 1,800千円

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

道路照明施設整備事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称

全体事業費 3,600（千円）


